
様式１

（公益・特別法人用）

【対象決算年度：平成28年度】
１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年

実施年月 実施年月

平成16年6月 平成16年４月 県派遣職員１名の削減（県派遣:４名）。

見直し」 平成16年10月 「長野県長寿社会開発センターの今後のあり方」を策定する。

平成16年度～ ・ 企画・運営への賛助会員等の参加 平成18年４月 県派遣職員１名の削減（県派遣:３名）。

・ 県職員派遣の段階的縮減 ・10地区に地区賛助会を立ち上げる

平成18年度～ 老人大学の県直営化 ・老人大学の運営を県直営とする

平成20年4月～老人大学をシニア大学に改称し、センターの自主事業と

H26 H27 H28 平成20年１月 して実施する。

（1）コーディネーターの相談件数 1,663 3,322 3,532 平成20年度～ ・ 老人大学のセンター自主事業化（県は運営費の 平成20年７月 県社会福祉協議会と検討組織を設置する。

（2）シニア大学卒業者数(人） 980 1,045 1,001 一部を補助） 平成21年12月 （検討結果）県社協との事務局統合は、「双方の会計基

（3）信州ねんりんピック参加者数 3,310 2,700 2,700 ・ 事務局体制の整備を図るため、他団体との事務 準、関係規程の相違等から事務処理が非効率となるため

（4）賛助会会員数（人・団体） ＜個人＞ 3,525 3,234 3,182 局統合を検討 困難」との結論を取りまとめる。

＜法人＞ 70 68 69 平成23年４月 県派遣職員２名の削減（県派遣:１名）。

平成25年2月～・高齢者の社会参加活動を推進するため、市町村 平成24年４月～シニア大学の運営費は、授業料にて賄うこととする。

社協など関係機関との連携を検討 平成25年６月～「センター事業あり方等に関するワーキンググループ」

を設置し、センター事業の抜本的見直しを行う。

平成26年４月～新たな事業体系を構築すると共に、シニア活動推進

コーディネーター（３名）を配置する。

平成28年４月～シニア活動推進コーディネーターを３名増員する。

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成28年度当初現在

経営計画等の策定状況

うち県職員

情報公開の取組状況

うち県職員

うち県職員

監査等結果

65 - 57

＊次表は平成28年度の状況で、（　）内は27年度 （単位：千円、％）

団体の課題等

〔団体記載欄〕 〔県記載欄〕

公益事業比率 79.3 (76.5) 98.0 (98.2)

経常比率 99.7 (100.1) 477.5 (520.1)

人件費比率 20.7 (22.0) 92.4 (92.3)

管理費比率 9.2 (10.2) 92.4 (92.3)

14.7 (△3.6) 0.0 (0.0)

70.3 (66.7)

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

シニア大学の運営は、高齢者の「生きがいと健康づくり」、「社会参加活動の促進」を目的として実施しているが、「生きがいと健康づくり」の
面では、カルチャースクールや各種の資格取得講座などが民間でも開催されている。

改革基本方針が策定される　「県関与の抜本的

改革基本方針が改訂される「必要な県関与の継続」

（1）ホームページに、センターの果たすべき役割や財務関係資料、実施した事業の内容等を随時公開している。
（2）年４回発行する情報誌「信州　りらく」で、事業の実施状況や賛助会員等の活動状況を紹介している。

平成28年度の財務諸表等について監事監査が行われ、「指摘事項等はない」との講評結果であった。（平成29年５月17日実施）

(1)「人生二毛作社会」の確立に向け、シニア活動推進コーディネー
ターを平成28年度から３名増員して６名配置したが、県内全域で二
毛作社会づくりを推進するためには、圏域毎の配置の必要性があ
る。
(2)地域課題を解決するスキルを持つリーダー等を養成するため、
平成29年度からシニア大学に専門コースを設置したが、一般コース
の学生を含め社会参加への意識を高め地域と積極的に関わる人
材の育成を更に推進する必要がある。
(3)シニア大学の運営費は全て授業料で賄うため、ニーズに合った
カリキュラムの充実と募集人員どおりの学生確保が重要である。
(4)賛助会員の高齢化に伴い退会者が増加しているため、新規会
員の加入促進を図る必要がある。

（１）28年度から6名に増員配置されたシニア活動推進コーディネー
ターにより、県内全域においてシニアの社会参加を促進するための
仕組みづくりをさらに推進していく必要がある。
（２）地域課題を的確に捉え、解決するスキルを持つリーダー等を養
成するために、29年度からシニア大学長野学部にモデル的に開設
された「地域プロデュース専門コース」により、学生が主体的に地域
課題の解決に携わる人材となり活躍することが望まれる。
（３）シニア大学一般コースの学生も、社会参加意識を高め、地域と
積極的に関わる人材として、生きがいや誇りを持って地域で暮らす
ため、シニア大学のカリキュラム内容の充実を図る必要がある。
（４）賛助会員が年々減少しているため、シニア大学卒業生を核とし
て賛助会を活性化することにより、新規会員の加入促進を図り、安
定的な事業運営をしていく必要がある。
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事業費

経常損益 (A)-(B)

220,000,000
県出捐率
（％）

65.6%

主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）

賛助会員等　70,411,000 （21.0%）
市町村　　　　30,000,000 （ 9.0%）
一般   　　　　14,777,896 ( 4.4%）
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公益財団法人長野県長寿社会開発センター
（長野市若里７－１－７）

代表者 　理事長　内山　二郎
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昭和61年、県において「活力ある高齢者
社会を目指す懇談会」が設置される。
昭和62年12月、同懇談会から高齢者自ら
の経験や技能、知識を社会に還元する社
会活動を行う「高齢者会議所構想」 が提
唱される。
平成元年、高齢者社会に向けての高齢者
の社会参加と生きがい健康づくりを目的
に、各都道府県に 「明るい長寿社会づくり
推進機構」 を、国に「長寿社会開発セン
ター」が設立されることとなる。
同年、これを受け県は高齢者会議所と推
進機構の二つの構想を併せ、「財団法人
長野県長寿社会開発センター」を県・市町
村・賛助会員の出損により設立する。

基本財産（円） 335,188,896
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高齢者の積極的な社会参加活動をはじめ、高齢者の生きがいの増進と健康づくりを推進
する諸事業を実施し、もって豊かで活力ある高齢化社会の構築及び発展に資する。

(1)意識づくり（情報誌の発行、ホームページの運営、タウンミーティングの開催等）
(2)人づくり（シニア大学の運営、リーダー養成の場設置の検討）
(3)仲間づくり・健康づくり(信州ねんりんピックの開催、賛助会活動の支援等)
(4)コーディネートの仕組みづくり(関係団体との連携体制構築、社会参加活動の推進)

具体的な事業内容

1

16

設立根拠 　平成元年

00

0 0

　健康福祉部（健康増進課）
県所管部局
(課)

1

「必要な県関与の継続」

　なし

設立目的（寄付行為・定款上）

1

(0)

(0)

交付金

1

0

(114,810) 補助金
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16 16

0

131,064

流動比率

△ 378 (169) 運営費

正味財産比率

35,609

56,534

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート



様式２

①　正味財産増減計算書 （単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度

経常増減の部
経常収益 (A) 122,205 114,810 131,064

うち基本財産運用益 8,450 5,225 5,225

うち受取会費 12,414 11,664 10,677

うち事業収益 2,040 2,041 2,018

うち受取補助金等 80,449 76,599 92,143

うち受取国庫補助金

うち受取県補助金 80,449 76,599 92,143

うち受取市町村補助金

経常費用 (B) 118,960 114,641 131,442

うち事業費 107,555 102,987 119,377

うち公益事業費 90,985 87,648 104,298

うち給料手当 21,704 20,038 21,607

うち管理費 11,404 11,654 12,065

うち役員報酬 2,129 1,744 1,923

うち給料手当 3,938 3,492 3,708

経常増減（損益）額 (C)=(A)-(B) 3,245 169 △ 378

経常外増減の部
経常外収益 (D)

経常外費用 (E)

経常外増減額 (F)=(D)-(E) 0 0 0

一般正味財産増減（当期損益）額 (G)=(C)+(F) 3,245 169 △ 378

一般正味財産期首残高 (H) 359,967 363,212 363,381

一般正味財産期末残高 (I)=(G)+(H) 363,212 363,381 363,003

受取補助金等
うち受取国庫補助金

うち受取地方公共団体補助金

当期指定正味財産増減額 (J) 0 0 0

指定正味財産期首残高 (K) 0 0

指定正味財産期末残高 (L)=(J)+(K) 0 0 0

当期正味財産増減額 (M)=(G)+(J) 3,245 169 △ 378

正味財産期首残高 (N) 359,967 363,212 363,381

正味財産期末残高 (O)=(M)+(N) 363,212 363,381 363,003

②　貸借対照表
平成26年度 平成27年度 平成28年度

流動資産 35,781 34,630 34,904

うち現金預金 35,433 34,630 34,904

固定資産 335,409 335,409 335,409

基本財産 335,189 335,189 335,189

うち土地

うち投資有価証券 323,960 323,960 323,960

特定財産
うち退職給与引当資産

うち減価償却引当資産

その他の固定資産 220 220 220

資産合計 371,190 370,039 370,313

流動負債 7,978 6,658 7,310

うち短期借入金

うち未払金 7,598 6,078 6,761

固定負債
うち長期借入金

うち退職給与引当金

負債合計 7,978 6,658 7,310

指定正味財産
うち基本財産への充当額

うち特定資産への充当額

一般正味財産 363,212 363,381 363,003

うち基本財産への充当額 335,188 335,188 335,188

うち特定資産への充当額

正味財産合計 363,212 363,381 363,003

負債及び正味財産合計 371,190 370,039 370,313

【財務の状況】（公益・特別法人用） 団体名：長野県長寿社会開発センター
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